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学校徴収金の公会計化等に関する調査結果等を踏まえ、学校・教師の業務
負担の軽減等の観点から、学校給食費以外の学校徴収金について公会計化
し、その徴収・管理を地方公共団体の業務として行うための取組の推進又
は学校を経由せず保護者と業者等の間で直接支払い等を行うなどの取組の
推進についてお知らせします。 

７ 初 財 務 第 ３ 号
令和７年４月 30 日

各 都 道 府 県 知 事  

殿 
各都道府県教育委員会教育長 
各 指 定 都 市 市 長  
各指定都市教育委員会教育長 

文部科学省初等中等教育局財務課長
安 井 順一郎 

学校徴収金の公会計化等の取組の一層の推進について（通知） 

 日頃から、学校教育の充実に御尽力と御協力を賜り、誠にありがとうござい

ます。 

 教材費や修学旅行費等の学校徴収金の徴収・管理については、平成 31 年の中

央教育審議会答申 1で示された「学校・教師が担う業務に係る３分類」（別添１）

において「基本的に学校以外が担うべき業務」に分類され、地方公共団体が担

っていくべきとされているとともに、本答申を踏まえた令和元年通知 2等にお

いて、学校の負担軽減を図る取組の推進をお願いしてきたところです。 

 学校給食費以外の学校徴収金については、令和５年 12 月に閣議決定された

「令和５年の地方からの提案等に関する対応方針」 3において、各地方公共団体

や学校における徴収・管理に係る実務の状況等を把握した上で、当該事務を適

正かつ円滑に実施するための方策を検討することが求められるとともに、その

提案に関する地方分権改革有識者会議では、学校徴収金の種目別に公会計化 4

できる根拠を整理したものが示されていないことが、地方公共団体において公

会計化が進んでいない要因の一つとして指摘されたところです。 

このうち学校徴収金の公会計化に係る根拠に関しては、学校の教育活動を効

1
「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革

に関する総合的な方策について（答申）」（平成 31 年 1 月 25 日中央教育審議会）  
2 学校給食費等の徴収に関する公会計化等の推進について（通知）（令和元年 7 月 31 日付け文科初

第 561 号文部科学省初等中等教育局長通知）  
3 令和５年の地方からの提案等に関する対応方針  
4 学校徴収金を地方公共団体の会計に組み入れる「公会計制度」を採用し、歳入歳出予算に組み入れ

ること。

https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/r05/k_tb_r5_honbun_1.pdf
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果的に実現するための教材費や修学旅行費等について、学校設置者は、学校教

育法（昭和 22 年法律第 26 号）等の規定により当該学校教育活動に対する責任

を有していることから、各学校を設置する地方公共団体の公会計により取り扱

い、教材の購入等に必要な経費を歳出予算に計上して支出するとともに、保護

者からの徴収金を歳入予算として計上することが可能です。 

こうした取扱いにより、学校・教師の業務負担の軽減のほかにも、納付方法

の多様化による保護者の利便性の向上、徴収・管理業務の効率化、経理面の管

理・監督体制や監査機能の充実による透明性の向上、滞納の減少による公平性

の確保等の効果も期待されます。（別添２） 

その上で、令和６年度に、文部科学省において、学校徴収金の種目別の実務

の状況について調査を行い、その調査結果を踏まえて学校徴収金の公会計化等

の対応状況や進め方について別添３のとおり整理したところであり 5、教材費

等については公会計化に取り組まれやすい一方、修学旅行費や、卒業アルバム、

制服・体操服・上履き等の購入に係る費用等については、保護者と業者等の間

で直接支払い等が行われている実態が見られ、このような取組も、学校・教師

の業務負担の軽減の観点から有効であると考えられます。 

各地方公共団体におかれては、学校徴収金の徴収・管理の業務に関し、別添

３の種目別の取扱いの例も参考にしつつ、地域の実情に応じて、学校教育活動

の効果的な実現に必要な教材費等を公会計化した上でその徴収・管理を地方公

共団体の業務とすることや、学校を経由せずに保護者と業者等の間で直接支払

い等を行う方法のいずれかを選択するなど、それらの業務を学校以外が担うよ

うにするための適切な推進方策を検討いただき、必要な取組を一層推進いただ

くようお願いします。 

なお、既に学校における徴収・管理を取り止めている場合においては、引き

続き、適切な対応をお願いします。 

都道府県教育委員会におかれては、文部科学省調査結果にある域内の市町村

における取組状況を踏まえつつ、域内の市（指定都市を除く。）町村教育委員

会及び市町村長に対して、本件の周知を図るとともに、適切な事務処理が図ら

れるよう配慮願います。 

5 各学校において保護者から徴収している学校徴収金は、学校給食費のほか、概ね、教材費等、入学

時一括購入品費、調査関係経費、卒業諸費、修学旅行費、校外活動費、芸術鑑賞費又はスポーツ振興

センター掛金（独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成 14 年法律第 162 号）の規定に基づ

いて徴収されるもの。）のいずれかに該当するものと考えられる。
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別添１：学校・教師が担う業務に係る３分類 

別添２：学校徴収金の公会計化によって見込まれる効果について 

別添３：学校徴収金の公会計化に関する取組状況等の調査結果 

本件担当： 
初等中等教育局財務課校務調整係 
ＴＥＬ：03-5253-4111（内線 3704） 
E-Mail：ko-mu@mext.go.jp

mailto:ko-mu@mext.go.jp
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# 費目 対象物品・
サービスの例

公会計化等に係る主な対応

1 教材費等
副読本、ワーク・ドリル、
実験実習費、調理実習費
等

• 公会計化に係る制度的障壁は確認されず、公会計化の取組が
推進されている。

２ 調査関係経費 検定料 等 • 公会計化に係る制度的障壁は確認されず、公会計化の取組が
推進されている。

３ 芸術鑑賞費 交通費、鑑賞費用 等 • 公会計化に係る制度的障壁は確認されず、公会計化の取組が
推進されている。

４ 校外活動費 交通費、宿泊費、食事
代、施設見学料 等

• 公会計化に係る制度的障壁は確認されず、公会計化の取組が
推進されている。

• 一方で、保護者と業者等の間で直接支払い等を行っている事
例もある。

５ 修学旅行費 交通費、宿泊費、食事
代、施設見学料 等

• 複数年度の積立により徴収しており、単年度予算への組み入
れに課題があると回答したヒアリング自治体においては、保
護者と業者等の間で直接支払い等を行っている事例も多い。

６ 卒業諸費 アルバム、卒業遠足
等

• 複数年度の積立により徴収しており、単年度予算への組み入
れに課題がある場合において、保護者と業者等の間で直接支
払い等を行っている事例もある。

７ 入学時一括購
入品費

制服、体操服、上履き
等

• 対象の品目によっては、例えば、購入品を兄弟間で融通する
場合がある等の事情から、保護者と業者等の間で直接支払い
等を行っている事例も多い。

学校徴収金の公会計化等に係る対応状況

令和６年度文部科学省委託事業（「学校における働き方改革の推進に関する調査研究」（委
託先︓PwCコンサルティング合同会社））を通じて確認された学校徴収金の公会計化等の対
応状況について、学校徴収金の種目別に整理すると、以下の通り。

スポーツ振興
センター掛金 共済掛金 • 公会計化に係る制度的障壁は確認されず、公会計化の取組が

推進されている。

別添３ 



学校徴収金の公会計化の進め方の例（1/2）

公会計の対象とする基準の設定

方
針
検
討

取
組
周
知

学校への周知

保護者への周知

• 公会計化を実施した際の各学校における物品の発注
ルールや、場合によっては教育委員会への計画書提
出やシステム入力といった新しい事務フローの丁寧
な周知とあわせて、現金徴収の負担削減、横領等の
金銭トラブルの防止といった公会計化によるメリッ
トについても学校に対して周知。

• 保護者に負担を求める場合は、各学校で教材等の選
定理由を説明。

• 徴収方法は主に口座振替とする場合が想定され、保
護者に対して、口座登録の手続きの依頼が必要な場
合もある。

• 公会計化の対象とする費目や、品目を精査。
• 公会計への組み入れに課題がある場合は、保護者と
業者等の間で直接支払い等を行っている事例もある。

• 学校における事務フローの効率化のために、共同学
校事務室や自治体職員が発注手続きを一元的に担う
事例もある。また、学校教職員の負担軽減につなが
るシステムを整備する事例のほか、学校職員にも馴
染みのあるExcelでのリスト作成・提出による事務フ
ローを整備する工夫を行っている事例も見られる。

設定した上限額や各学校の計画予算
内での柔軟な物品等の選定

• 一例として、あらかじめ教育委員会が
教材費等による購入品に係る基準を設
けた上で、各学校の前年度徴収実績額
等を基に児童生徒一人当たりの徴収額
に一律の上限を設定し、その範囲内で
各学校が柔軟に教材等を選定する運用
も見られる。

• 上限額を設けずとも、各学校から次年
度に必要となる教材等の計画書の提出
を求めることで、各学校が柔軟に必要
な教材等を選定しつつ、自治体として
必要な予算額を把握している事例もあ
る。

• なお、学校が選定した物品の発注手続
きを教育委員会が済ませつつ、購入物
品を各学校に納品している事例が見ら
れた。

方針検討時に想定される課題

希望者のみが購入する物品等の場合
は、個別の対応が必要となり、公会計
とした際に自治体による効率的な徴収
が難しい

複数年度の積立による徴収の場合は
単年度予算への組み入れに課題がある

保護者と業者等の間での直接のやり
取りによる支払い

• 公会計として扱わない費目は、基本
的に保護者と業者等の間での直接の
やり取りによる支払いとする運用も
見られる。

学校等の特色に応じた教材を利用しに
くくなる

方
針
検
討

取
組
実
施

• （次頁記載）

※「方針検討」、「取組周知」、「取組実施」における取組方策について、ヒアリング結果を基に記載しており、上記以外の
方策も想定されることに留意ください。
想定される課題はアンケート調査で公会計化を実施していない自治体から、公会計を実施していない理由として回答され

た内容を基に記載しています。また、課題に対する対応案は、ヒアリング結果を基に、対応案となり得る内容を記載してい
ます。

教育
委員会

教育
委員会

取組周知時に想定される課題

＜あ

公会計化の実施に際しての取組方策や、取り組む際の課題や工夫等について、アン
ケート調査やヒアリング調査結果を踏まえ、複数の自治体における事例等を取りま
とめています※ 。

自治体で公会計化に取り組む際の参考事例としてご参照ください。

＜あ



• 公会計化が開始された後の年度においては、前年度
実績を基に算出する方法、一人当たりの上限額を設
けて上限額×児童生徒数で翌年度予算額を算出する
方法をとっている事例もある。

• なお、公会計化開始年度の予算を計上する際には、
教育委員会が各学校に前年度までの徴収実績額等を
確認し、公会計開始年度に必要な予算額を算出する
方法をとっている事例もあった。

方
針
検
討

取
組
周
知

取
組
実
施

見込み額算出

発注

実績報告

保護者からの徴収

• 教師が物品等を選定し事務職員が発注するパターン、
教職員が発注を希望する物品等を記した計画書を各
学校ごとに教育委員会に提出し、教育委員会がまと
めて発注するパターンも見られた。

• 各学校が各児童生徒の実績額等をExcel等に取りま
とめて教育委員会に提出する運用や、規模が大きい
自治体では、学校徴収金システム等を用いて、事務
職員が直接実績額等をシステムに入力する運用も見
られる。

• 各児童生徒の実績額等を基に、口座振替により保護
者から徴収している場合が多く、毎月もしくは複数
月ごとに引き落としを行い、過不足が生じる場合は
年度末に調整している事例もある。

口座振替の対応が難しい保護者がいる

納入通知書による徴収や
各種手当からの充当による対応

• 公会計化に伴い、それまで指定金
融機関を設けていた場合にも、保
護者の多様なニーズに応えること
ができるよう、対応金融機関数を
増やす自治体が見られた。

• 上記対応でも難しい場合は、納入
通知書による対応を行う事例や、
自治体が保護者に支給する手当
（児童手当等）から充当する対応
も見られた。

学校ごとの予算計画の策定や
上限額の設定

• 各学校から、前年度発注実績等を基
にした年度計画を受領することで、
教育委員会側で所管の全学校の必要
額を算出する。

• その際、前年度実績額等を基に学校
ごとの上限額を設定することも想定
される。

（前頁記載）

学校や年度により教材費等が異なり
翌年度予算の算定が難しい

支払い

• 業者から学校への納品が確認できた後、事務職員が
自治体の財務会計システム上において起案の上、支
出命令処理を行い、首長部局から事業者に対して支
払いを行う事例もある。

取組実施時に想定される課題

教育
委員会

教育
委員会

＜あ

取組実施時に想定される課題

＜あ

学校徴収金の公会計化の進め方の例（2/2）




